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( 1 ) この点については，山上・菊谷編著『環境会計一一現状と課題』同文舘出版(近刊予定)， 1995 な
ど参照。
(2) 拙稿「環境会計の体系化とその論点一一アカウンタピリティ概念の拡充によせて」産業経理， 54-3, 
1994。
(3) WCED (UNEP) , Our Common Future , 1987, p. 54; 環境と開発に関する世界委員会(国連〉
訳『地球の未来を守るために~ (大来佐武郎監訳〉福武書店， 1987, 66ページ。なお，原文はつぎの
通りである。 Sustainable development is development that meets the needs of the present with司
out compromising the ability of future generations to meet their own needs. なお， In essence, 
sustainable development is a process of change in which the exploitation of resourc明， the 
directions of investments, the orientation of technological development , and institutional 
change are al in harmony and enhance both current and future potential to meet human 











第 1 表 「サステーナピリティ」の諸相(要約〉
技術中心主義 生態中心主義
|豊産主義|適応主義 共有主義|深層主義
グリーン・ラベル 成資 源長 志闘 発向 護 源界 保志 護向 予資 源向 極端な防志 予防志向
経済のタイプ 反グリ ーン グリーン経済 深層グリーン経済 経強い深層グリー済ン経 済
自 由 市 場 グリーン市場 安 定 経 済 資源採取規制
経 営 戦 略 経経済済成優長先最政大策化 修 正 し Tこ ゼロ経人緯成増 長 経規済模・人減口 少の経 済 成 長 ゼロ口加
倫 理 伝統的倫理則 倫理則の拡大 倫拡理則のさらな大る 生物倫理の受容
サステーナピリティ 非常に弱い 弱い 強い 非常にピ強リ いサステーナピリティ サステーナピリティ サステーナピリティ サステーナ ティ
」著者たちの見解_J
すなわち， a) 技術中心主義(①豊産主義，②適応主義)， b) 生態中心主義(③共有主義，
④深層生態主義〉に分類し， rグリーン・ラベル」に関しては，①資源開発→成長志向，②資
源保護→限界志向， ③資源→予防志向， ④極端な予防志向， に類型化L， また「経済のタイ
プ」としては，第一は「反グリーン経済j，第四は「強い深層グリーン経済」とし，第二の「グ
リーン経済j (弱い「サステーナピリティ )j と第三の「深層グリーン経済j (強い「サステー
ナピリティ j) をもって，そこでの立場としている。そして，さらにまた， r経営戦略」からは，
第ーは「経済優先政策(経済成長の最大化)j，第二は「修正した経済成長j，第三は「ゼロ経
済成長j，第四は「経済・人口の規模の減少」にわけており，興味深い。われわれも， Pearce 
(4) Cf. M. Redclift, Sustainable Develo仰1ent ， 1987; 中村・古沢監訳『永続的発展』学陽書房，
1992参照。
(5) D. Pearce et al., Blueρrint 3 (Measuring sustainable develoþment) , 1993, pp. 18-9; な
お， Cf. Ditto, Blueρrint for a Green Economy , 1989; Ditto; Blue?int 2 (Greening the World 
Economy) , 1991. 




















ドシップ〉を負っており，このためその結果や現状を「説明・報告J Caccount for) する責任
'\.(自然に対して「無 noJ 会計)，②保存主義(外部経済に対する会計)，③自然主義=予防主義(サ
ステーナピリティのための会計)，④拡張主義=予防主義〈自然に対して「非 nonJ 会計)0 Cf. M. 
]. Milne, Sustainability, The Environment and Management Accounting, The Fourth IPA 
Conference , 1994; Ditto, Accounting, Environmental Resource Value, and Non-market 
Valuation Techniques for Environmental Resources: A Review, Accounting, Auditing & 
Accountability Journal , 4-3, 1991.興味のある分類であるが，その検討については，後日に譲る。
( 7 ) R. H. Gray et al., Corρorate Social Reρorting-accounting and accountability, 1987, p. 200; 
水野・向山・園部・冨増訳『企業の社会報告一一会計とアカウンタピリティj] (山上監訳〉白桃書房，
1992参照。なお，漸進的アプローチについては，次著参照。 M. R. Mathews, Socially Res抑制ible





書房， 1994, 7 ページ以下参照。
(9) これらについては，つぎの諸論文を参照。 L. D. Parker, Polemical Themes in Social Accountｭ
ing, Advances in Public Interest Accounting, Vol. 1 (1986); A. G. Puxty, Social Accounting as 
Immanent Legitimation, APIA, Vol. 1; R. H. Gray et al., Accountability, Corporate Social 
Reporting, and the External Social Audits, APIA, Vol. 3 (1991); L. D. Parker, External 
Social Accountability, APIA, Vol. 3; A. G. Puxty, Social Accountability and Universal Pragｭ






























会関連会計の新しい展開」産業と経済， 7-3, 1992; および前掲拙稿「環境会計の体系化とその論点」
など参照。
(11) この点については， Cf. K. S. Shrader-Frechette, Environmental Ethics , 1981 (京都生命倫理
研究会訳『環境の倫理(上・下)J1晃洋書房， 1993) ; C. D. Stone, Should Trees Have Standing?, 
SCLR , 45, 1972 (1特集・木は法廷に立てるか」現代思想， 18-11, 1990所収) ; A. Leopold , A 
Sand County Almanac, 1949 (新島義昭訳『野生のうたが聞こえる』森林書房， 1986) 
(12) この点については，拙稿「社会関連情報のディスクロージャーJ (山上・飯田編著『社会関連情報
のディスクロージャー』白桃書房， 1994所収) ;および拙稿「環境保護と企業の社会的アカウンタピ
リティ J (前掲山上・菊谷編著『環境会計』同文舘出版， 1995所収〉参照。
(13) R. H. Gray et a l., Accountability, Corporate Social Reporting, and the External Social 
Audits, APIA, Vol. 3, p. 4. 
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第 2 表 「意思決定有用性」と「アカウンタピリティ J (要約〉
特 徴 意思決定有用性 アカウンタピリティ
情報の当事者 組織と情報利用者 エージェントプリンシパ Jレ
当事者の決定要因 慣習・慣例あるいは仮定 契 約 の 存 在
情報に対する権利の決定 仮定あるいは必要との衡量 契 約
仮定される情報の受け手 投資家・債権者その他 社会全体および社会内の諸グループ
情報の方向づけ 受け手の将来の意思決定 i 組織の過去・将来の責任
情報内容の決定|利用者のニーズ
報告の仮定|需 要 志 向



























の表に凝縮されていると思われる(第 3-1 ・ 2 表参照〉。
(14) Cf. R. H. Gray, The Greening of Accountancy:・ The Profession after Pearce. 1990: なお，
詳細については，拙稿「会計環境の変化とグリーン・レポーティング」商学論集， 18-3, 1993参照。
また， I ピアース報告」については， Cf. D. Pearce et al., Blueρrint for a Green Economy, 
1989. および，前掲拙稿「会計環境の変化とグリーン・レポーティング」参照。
(15) R. H. Gray，。ρ. cit. , p. 2, 3. 
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BATNEEC (超過コスト不要の，最も入手しやすいテクニ y グ〉のリアリティを認識する。
*人工資本・自然資本・枯渇性資本の新分類を工夫する。環境資産の会計と維持を工夫する。
*このことすべてを，資源フロー・インプ y ト・アウトプット分析の展開に統合する。
すなわち， Gray は，まず「グリーン・アカウンティング I 一環境にやさしい内部会計・情





挙して，その導入・包摂をはかつている。つづいて， Gray は， Iグリーン・アカウンティン











































統的会計システムJ) を基礎とし，後者(，革新的会計システムJ) をも見つめ， ，漸新的なアプ












部会計領域」では， r環境方針の樹立」や rLCAの強調J などを中心に「伝統的会計の内部で





セスJ C第 2 局面〉を提案している。そしてさらに，第三の段階として新しい環境会計を導入
し，そこでは「サステーナピリティ」の立場から資産・資本の再分類を行って， I資産・資本
(18) 























システムJ) が肝要で、あり (í社会的会計システム」ネについては，注 í32J を参照)，会計システムは
(17) R. H. Gray et a1., Coゆorate Social Reρorting， p. 203; なお，拙稿「社会関連会計とアカウンタ
ピリティー一一グレイらの『企業社会報告一一会計とアカウンタピリティ』について」経済学会雑誌，
22-3/4, 1991参照。







卜(欝詩集雲) , 1--------1 叙述事項報告…ム
































放出量 単位コスト 総コスト /f
天然ガス使用暖房
窒素酸化物 456kg 10fjkg 5 
二酸化炭素 483 ton 100 f/ton 48 
合計 53 
電力使用
二酸化硫黄 7943 kg 14f/kg 111 
窒素酸化物 6202 kg 10 fjkg 62 
粉 塵 等 667kg 10 fjkg 7 
二酸化炭素 2515 ton 100 f/ton 252 
合計 432 
道路交通
窒素酸化物 40 fjkg 823 
炭化水素 14948 kg 
一酸化炭素 55452 kg 一一一
二酸化炭素 7232 ton 100 fjton 723 
合計 1546 
空路交通
窒素酸化物 1160 kg 10 fjkg 12 
二酸化炭素 317 ton 100 fjton 32 
合計 44 
廃棄物焼却
二酸化硫黄 300kg 14fjkg 4 
窒素酸化物 369kg 10 f/kg 4 
粉 塵 等 254kg 10 f/kg 3 
塩化水素 692kg 13 fjkg 9 




水質浄化 277 i.e. 48 fji.e. 13 
担F 水 277 i.e. 12 fji.e. 3 
残留水質汚濁 27 













































































































(20) R. H. Gray, Accounting for the Environment , 1993, pp. 223-231; なお， Cf. A. Huizing and 
H. C. Dekker, Helping to pull our Planet out of the Red: An Environmental Report of 
BSOjORIGIN, Accounting, Organizations and Society , 17-5, 1992, pp. 452-3. 
(21) 上妻義直「オランダの BSO社の環境計算書」社会関連会計研究， 5 , 19930 



































境報告J の典型としては，例えば 1 C 1 社などの事例を参照のこと。なお， I環境報告」の現状に
ついては，例えば， T. Yamagami et a l., A Note on Corporate Social Disc10sure in ]apan, 










































































れる。そして最後に， 1"企業分配関係科目 J として企業の「留保利益J (社内留保・繰越利益
〔後期~前期J)があげられる。なお，上のように「営業利益レベル」をこえて分配を問題とす











































































報告書J (例えば， ICI 社など〉などによる捕捉・開示が現実的であろう。そして， I個別的会計シス
テムj と，これらの「社会的会計システム」の接合として(狭義の「社会関連会計システムJ)，本稿
で取り上げた「付加価値計算書J (環境付加価値計算書〉や， I基準順守報告書J (物量数値などによ
る基準〉などが問題になるものと思われる。
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